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４－１  幹線交通の状況 



日本の道路整備の展開 
日本の道路整備の展開 

昭和52年4月＇2,022km（ 

平成23年4月＇9,855km（ 

高規格幹線道路ネットワークの拡充 

全体 供用 (進捗率) 

高規格幹線道路 約14,000キロ 9,855キロ (70%) 
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高規格幹線道路の供用延長 

一般道路の改良済延長 

自動車走行台キロ 

出典：道路統計年報,陸運統計要覧＇各年版（,自動車輸送統計年報＇平成20年度分（,国土交通省資料 

H21 

＇100万走行台キロ（ ＇km※（ 

高規格幹線道路 

一般道路 
＇改良済（ 

※一般道路の改良済延長は ×100km 

平成２３年４月１日現在 

 急激なモータリゼーションの進展にあわせ、高速道路整備、一般道路の舗装・改良等を実施 
 高速道路の整備率は約７割 

総合的な交通体系 
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環状道路の整備 

 諸外国と比して、我が国の都市間の速達性は、全体的に低い水準。 

総合的な交通体系 

道路による都市間連絡サービス水準 

70km/h以上 
60～70km/h 

50～60km/h 

40～50km/h 

40km/h未満 

フランス ８８キロ 

イギリス ７２キロ 

ドイツ ９０キロ 

韓国 ６０キロ 

凡例＜都市間表定速度＞ 

 都市間連絡速度：都市間の最短道路距離を最短所要時間で除したもの 
          ＜都市間の移動しやすさを表現＞ 

 最短道路距離は、都市間を結ぶ一番短いルートの距離 

 最短所要時間は、都市間を最速で結ぶルートの所要時間 

＜都市間連絡速度の国際比較 ＇同程度の規模の都市間平均を比較（＞ 

＜日本の都市間連絡速度 ＇プローブ実勢速度ベース（＞ 

：所要時間経路探索システム＇Google Maps（による 

対象都市：拠点都市※及び一定の距離離れた人口5万人

以上の都市及び主要港湾を国毎に設定 

※ 日本：都道府県庁所在地＇北海道：旧支庁（、ドイツ：州都、   

仏：地方圏庁所在地、イギリス：地域開発庁＇RDA（、 

   中国：省都、直轄市、韓国：特別市、広域市、道庁所在地 

所要時間 

ただし、日本・韓国は、民間プローブデータ等の実勢速度
による所要時間 

※日本の所要時間経路探索システム＇Google Maps（に
よる平均連絡速度 ： 51km/h  

  日本 ドイツ フランス イギリス 中国 韓国 

平均 
連絡速度 

59 km/h 90 km/h 88 km/h 72 km/h 73 km/h 60 km/h 
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整備新幹線の現状 
総合的な交通体系 

整備新幹線の現状 

新潟 

大宮 
東京 

新八代 

鹿児島中央 
平成１６年３月開業 

長崎 

博多 

九州新幹線 
（長崎ルート） 

○諫早･長崎間 
〈21km〉 

〈45km〉 
○武雄温泉･諫早間 

諫早 

○白山総合車両基地･敦賀間 

平成１４年１２月開業 

東北新幹線 

盛岡 

八戸 
新青森 

新函館 

札幌 
○新函館・札幌間 

平成27年度末完成予定 

北海道新幹線 

北陸新幹線 

長野 

高崎 敦賀 

福井 

富山 金沢 

〈149km〉 

〈240km〉 
○長野･白山総合車両基地間 

〈113km〉 

九州新幹線 
(鹿児島ルート） 

新鳥栖 

平成26年度末完成予定 

平成９年１０月開業 

        既設新幹線開業区間 
        整備新幹線開業区間   
 建設中区間 
 未着工区間（工事実施計画申請中） 
 未着工区間（工事実施計画未申請） 
 中央新幹線（整備計画路線） 
 
                

凡  例 

○新青森・新函館間 

認可（平成20年3月）から 
概ね10年程度で完成予定 

武雄温泉 

〈211km〉 

○福井駅部 
平成20年度末完成 

白山総合車両基地 

平成２２年１２月開業 

平成２３年３月開業 

大阪 

名古屋 

 昭和48年11月に決定された「整備計画」により５路線を整備中。 
 現在の新幹線線路延長は2387.8km。今後、北陸新幹線（長野～金沢）、北海道新幹線（新青森

～新函館）が平成２７年度末までに開業し２７６４.6kmとなる予定。 
 新幹線鉄道規格新線の整備を行っている九州新幹線（武雄温泉～諫早）４４.８kmについては、

平成２０年３月の認可から概ね１０年程度で完成予定。 

路線 区間 開業年月日 距離 

東海道新幹線 東京～新大阪 S39.10.1 515.4km 

山陽新幹線 
新大阪～岡山 S47.3.15 160.9km 
岡山～博多 S50.3.10 392.8km 

東北新幹線 

大宮～盛岡 S57.6.23 465.2km 
上野～大宮 S60.3.14 27.7km 
東京～上野 H3.6.20 3.6km 
盛岡～八戸 H14.12.1 96.6km 

八戸～新青森 H22.12.4 81.8km 
上越新幹線 大宮～新潟 S57.11.15 269.5km 
北陸新幹線 高崎～長野 H9.10.1 117.4km 

九州新幹線 
新八代～鹿児島中央 H16.3.13 126.8km 

博多～新八代 H23.3.12 130.0km 

【新幹線開業状況】 
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在来幹線鉄道の高速化実施状況 
総合的な交通体系 

在来幹線鉄道の高速化 
 新幹線の整備や在来幹線鉄道の高速化により、各都道府県の県庁所在地のほぼ全てが新幹線

又は高速化した在来幹線鉄道（表定速度８０km/h以上）で到達可能。 
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中央リニア新幹線の建設 

建 設 線 中央新幹線 

区 間 東京都・大阪市 

走 行 方 式 超電導磁気浮上方式 

最 高 設 計 速 度 ５０５キロメートル／時 

建 設 に 要 す る 
費 用 の 概 算 額 
(車両費を含む。) 

９０，３００億円 

その他必要な事項 主要な経過地 
甲府市附近、赤石山脈（南アルプス）中
南部、名古屋市附近、奈良市附近 

東京都 

＜中央新幹線の整備計画＇平成23年5月26日決定（＞ 

(注) 建設に要する費用の概算額には、利子を含まない。 

参考：ＪＲ東海は、名古屋開業時期を2027年＇平成
39年（、大阪開業時期を2045年＇平成57

年（としている。 

東京・大阪間 東京・名古屋間 

路線延長（km） 438 286 

所要時分（分） 67 40 

建設費（億円） 90,300 54,300 

 リニア中央新幹線の建設により、東京－名古屋－大阪間の所要時間が大幅に短縮。 

総合的な交通体系 

リニア中央新幹線の建設 
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中央リニア新幹線の建設 

 国内の航空路線は、羽田空港を中心としたネットワークが形成されている。 

総合的な交通体系 

国内幹線航空の状況 

※ 年間100万人以上の路線を持つ空港を掲載 

その他 １１路線 

その他 ２９路線 

その他 ７路線 その他 ４路線 

その他 ２路線 

その他 ３１路線 

その他２路線 その他 ２４路線 

その他 ３４路線 

その他２４路線 

その他 ２５路線 

その他 ９路線 

その他 ７路線 

その他 １８路線 

その他６路線 その他 ５路線 

小松 

広島 

 

高松 
松山 

長崎 

熊本 

宮崎 

福岡 

鹿児島 
中部 

※ 航空輸送統計年報＇22年度（より航空局作成 

その他 ７路線 

 

石垣 

 

伊丹 その他１路線 

 

 北九州 

大分 

新千歳 

関空 

那覇 

函館 

羽 田 

その他７路線 

羽田空港からの国内定期便 

平成22年度年間旅客数100万人以上の路線 
＇全国19路線、うち羽田発着16路線（ ※ 線の太さは、旅客数の多寡を示す 

空港 

その他路線数 

※ 円の大きさは、国内線旅客数の多寡を示す 

羽田 

（伊丹・関西路線を除く） 

4,825万人 

（58.7%） 

羽田－伊丹 

514万人 

（6.3%） 

羽田－関西 

115万人 

（1.4%） 

伊丹 
（羽田・成田路線除く） 

755万人 

（9.2%） 

中部・名古屋 

459万人 

（5.6%） 

その他 

1,161万人 

（14.1%） 

国内旅客 

8,219万人 

羽田 

5,454万人 

（66.4%） 
成田 

159万人 

（1.9%） 

関西 
（羽田・成田路線除く） 

231万人 

（2.8%） 
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４７都市  約４７０便／日 

  ※２０１１年１１月ダイヤ 

 



資料（国土交通省調べ 

空港の現状 

 空港は全国で９８カ所となり、配置的側面から整備は概成したものの、航空輸送需要への的
確な対応や老朽化施設の更新や耐震対策等の航空機の安全運航に必要な施策の推進が求めら
れているところ。 

平成２３年２月１日現在 資料（国土交通省調べ 

総合的な交通体系 
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 全国には約1000の港湾があり、その種類については本年、より一層の国際競争力の強化を
図るため、国際戦略港湾を追加する等の見直しを実施。 

港湾の現状 

奄美・沖縄諸島 

国際戦略港湾＇ 5港（ 

国際拠点港湾＇18港（ 

重要港湾  ＇103港（ 

稚内 

神
戸 

尼崎西宮芦屋 

大阪 

堺泉北 

阪南 

日高 橘 

徳島小松島 

尾鷲 

高松 

坂出 

高知 

津松阪 
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四日市 

衣浦 
三河 

新居浜 

須崎 

東
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今治 

松山 

宿毛湾 

宇和島 

三島川之江 

東
播
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姫
路 

御前崎 

和歌山下津 

岡
山 宇

野 

水
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福
山 

尾
道
糸
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呉 

広
島 岩

国 

徳
山
下
松 

三
田
尻
中
関 

宇
部 

小
野
田 

下
関 

苅
田 

北
九
州 

中
津 

別
府 

大分 

博多 

津久見 
佐伯 

唐津 

伊万里 
三池 

熊本 

三角 
八代 

細島 

佐世保 

長崎 福江 

厳原 

郷ノ浦 

西之表 

川内 

鹿児島 
志布志 

油津 

宮崎 

三隅 

浜田 

西郷 

境 鳥取 

舞鶴 

敦賀 

清水 

田子の浦 
横須賀 

東京 
川崎 

横浜 

千葉 

木更津 

鹿島 

茨城 
金沢 

伏木富山 

七尾 直江津 

新潟 
小木 

両津 

小名浜 

相馬 

仙台塩釜 石巻 

大船渡 酒田 

釜石 

宮古 

久慈 

八戸 

秋田 

船川 
能代 

むつ小川原 
青森 

名瀬 

運天 

金武湾 
中城湾 那覇 

平良 

石垣 

紋別 

網走 

根室 

釧路 

十勝 

苫小牧 

室蘭 

函館 

小樽 

石狩湾新 

留萌 

（１）港湾の種類（港湾法による分類） 

 ① 国際戦略港湾（港湾法第２条第２項） 
長距離の国際海上コンテナ運送に係る国際海上貨物輸送網の拠
点となり、かつ、当該国際海上貨物輸送網と国内海上貨物輸送網
とを結節する機能が高い港湾であって、その国際競争力の強化を
重点的に図ることが必要な港湾 (＝国際コンテナ戦略港湾） 

 ② 国際拠点港湾（港湾法第２条第２項） 
国際海上貨物輸送網の拠点となる港湾 

 ③ 重要港湾（港湾法第２条第２項） 
海上輸送網の拠点となる港湾その他の国の利害に重大な関係を
有する港湾 

 ④ 地方港湾（港湾法第２条第２項） 
 ⑤ 避難港（港湾法第２条第９項） 
 ⑥ 港湾区域の定めのない港湾 
   （港湾法第５６条第１項） 
 

（２）港湾管理者別港湾数 
 港湾法第２条第１項に基づき港務局又は地方公共団体（普通地
方公共団体、一部事務組合、広域連合）が港湾管理者となる。 

総合的な交通体系 
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 各地域の中心から4時間で到達可能な人口が全人口に占める割合（「交流率」）は、新幹線
開業等に伴う移動時間が短縮により、着実に交流率が上昇してきたが、近年は伸びが鈍化。 

総合的な移動時間の短縮 

交流率75％以上

交流率50％以上75％未満

交流率25％以上50％未満

1970年 

1990年 

2010年 

1970年 1990年 2000年 2010年 

75％以上 1 3 4 5 

50％以上75％未満 22 25 35 36 

25％以上50％未満 59 70 69 70 

25％未満 125 109 99 96 

合計 207 207 207 207 

交流率75％以上

交流率50％以上75％未満

交流率25％以上50％未満

交流率75％以上

交流率50％以上75％未満

交流率25％以上50％未満

交流率75％以上

交流率50％以上75％未満

交流率25％以上50％未満

2000年 
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・ 全国を207の生活圏に分割し、 
   その中心都市から他の生活圏の 
   中心都市までの移動時間を算出 
・ 対象とする交通機関は航空、鉄道、    
  自動車及び旅客船 
・ 1970年、1990年、2000年は新幹線、    
  航空路線、高速道路のみを再現し、 
  その他は2010年の状態で設定 

総合的な交通体系 

出典：「国勢調査」、「総合交通分析システム」もとに国土交通省作成 



４－２  交通機関間の分担 



飛行機 新幹線 高速バス  

 所要時間 約2時間40分 約3時間  約8時間30分 

 料     金 約23,600円 約14,000円 約8,600円 

 シェア(H17) 27％ 69％ 2％ 

出典 ： 国土交通省作成 

多様なサービスの提供例 （東京-大阪間） 

・時間、料金は東京駅-大阪駅間で、片道・通常期の標準的なもの。 

・シェアは全国幹線旅客純流動調査(H17)により、出発地が東京都、目的地が大阪府の旅客が 

 対象。高速バスにツアーバスは含まない。 

○ 速達性が特色の飛行機、定時性やアクセスの利便性に優れる 
  新幹線、廉価かつ近年快適性の向上が著しい高速バス等が、 
  それぞれの長所を生かし、異なるニーズに対応したサービス 
  を提供 

総合的な交通体系 

交通機関分担の状況 

出典：平成２３年９月２１日第１０回 高速道路のあり方検討有識者委員会 

 輸送機関の分担は、それぞれの特性や利用者の選好によりなされている。 

新幹線 高速バス 飛行機 
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代表交通機関別幹線旅客流動量 ＇平日（ 

旅客流動量と利用交通機関の推移 首都圏と各都道県の幹線交通機関分担率 
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○ 2005年度1年間の幹線旅客流動量は16.2億人で、 
  国民1人あたりに換算すると12.7回/年に相当 
                          ※ 1往復を2回とカウント 

○ 2000年から2005年にかけて、航空の流動量は4%増加、 
    鉄道、乗用車等はそれぞれ約7％、約4％減少 

○ 首都圏から東海道・山陽新幹線沿線と東北新幹線沿線 

  ・北海道の流動を比較すると、一般的傾向とインフラの 

   整備状況による違いがわかる 

東京～東北・北海道方面 東京～東海道・山陽・九州方面
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中距離帯では鉄道 
長距離帯では航空 
が主に利用されて 
いることは共通 

道南と広島は 
東京から同距離帯だが 
鉄道の分担率が大きく異なる 
→ 新幹線整備の影響と推察 

幹線旅客流動の実態 
 2005年秋季平日1日の代表交通機関別旅客流動量は乗用車が約7割、鉄道が約2割、航空

が1割弱のシェアを占めている。 
 代表交通機関の分担率は、距離帯やインフラの整備状況により異なる傾向。 

出典 ： 全国幹線旅客純流動調査 

出典 ： 全国幹線旅客純流動調査＇2005年（ 

総合的な交通体系 
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距離帯別交通機関分担率 国際比較 

距離帯別交通機関分担率の日米英比較 
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 幹線旅客について、各国の国土構造、インフラの整備状況等により、距離帯別交通機関分担
率が異なる傾向。 

 英国と比較しても、日本は鉄道利用の割合が高く、特に長距離帯においてその傾向が顕著で
ある。 

アメリカ 

 日 本  

イギリス 

交通分担率 

移動距離 

2,500km 500km 

出典： 
 アメリカ National Household Travel Survey (2001) 
 日本    全国幹線旅客純流動調査 ＇2005（ 
  イギリス National Travel Survey (2010) 

総合的な交通体系 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

夏 

冬 

札幌～釧路 

総合的な交通体系 

季節で異なる交通機関分担 

 積雪寒冷地では、夏と冬で交通機関分担が異なる場合があ
る。 

 北海道においては、冬は鉄道利用のシェアが高まるという
明確な特徴がある。 
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北海道における夏期と冬期の交通機関分担の違い 

夏期：7月、8月。冬期：1月、2月。都市間の距離は鉄道利用の場合の距離を記載。 
各社報告資料＇平成22年度の数値（をもとに国土交通省公共交通政策部作成 

鉄道 高速バス 航空
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出典 ： 全国貨物純流動調査＇物流センサス（ 

総合的な交通体系 

物流における交通機関別分担 
 交通機関の選択理由は「輸送コストの低さ」、「届先地に対して他の輸送機関がない」の順。 
 トラックでは「届先地に対して他の輸送手段がない」が最も多い。 
 鉄道コンテナでは「環境負荷の小ささ」、海運では「出荷１件あたり重量に適合」が上位。 

＇３日間調査：重量ベース（　　　　　

注（ 「その他船舶」利用貨物を除いた
      輸送機関分担

【近畿→九州】

【関東→北海道】

【関東→中国】

【近畿→北海道】

【関東→近畿】

【関東→九州】

【中部→北海道】 【中部→九州】
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主な長距離流動区間における機関別分担 
（機関選択が固定的な「フェリー・コンテナ・RORO船以外の船舶」を除いた分担） 

輸送機関の選択理由 

＇３日間調査：重量ベース（　　

　　　注（複数回答

【輸送機関＇計（】 【鉄道コンテナ】

【トラック】 【海運＇含むフェリー（】

8.5%

3.1%

59.9%

10.2%

7.9%

24.3%

20.9%

1.6%

86.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

事故や災害発生時
の迅速な対応

環境負荷の小ささ

荷傷みの少なさ

所要時間の短さ

出荷１件あたり
重量に適合

到着時間の正確さ

届先地に対して他の
輸送機関がない

輸送コストの低さ

10.5%

2.7%

4.6%

11.4%

20.8%

25.5%

29.5%

40.5%

45.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

事故や災害発生時
の迅速な対応

環境負荷の小ささ

荷傷みの少なさ

所要時間の短さ

出荷１件あたり
重量に適合

到着時間の正確さ

届先地に対して他の
輸送機関がない

輸送コストの低さ

9.8%

3.3%

1.8%

13.3%

23.5%

23.9%

34.7%

43.2%

42.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

事故や災害発生時
の迅速な対応

環境負荷の小ささ

荷傷みの少なさ

所要時間の短さ

出荷１件あたり
重量に適合

到着時間の正確さ

届先地に対して他の
輸送機関がない

輸送コストの低さ

14.4%

0.2%

16.4%

3.9%

6.4%

37.1%

5.1%

24.5%

62.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

事故や災害発生時
の迅速な対応

環境負荷の小ささ

荷傷みの少なさ

所要時間の短さ

出荷１件あたり
重量に適合

到着時間の正確さ

届先地に対して他の
輸送機関がない

輸送コストの低さ

84 



４－３  複数の交通機関の連携 



出典：都市鉄道整備等基礎調査 『鉄道駅における他交通モードとの連携方策に
関する調査 事例集』＇平成19年3月 財団法人運輸政策研究機構（ 

鉄道施設の改良によりバスへの乗継ぎ利便を向上 

＜東急東横線 綱島駅＞ 

・平成１５年度にバリアフリー工事にあわせて、バスターミナ  

 ル側に改札口を設置 

・鉄道とバスとの近接性が向上し、乗継ぎがスムーズに 

鉄道到着に合わせたバスの発車時刻の調整 

＜京成電鉄 志津駅＞ 

・19時から最終までの時間、志津駅に電車が到着すると青 

 く点灯、発車すると赤く点灯する信号を設置 

・運転手は、この信号をもとにバスの発車時刻を調整 

列車の到着、発車情報を示す信号機 

総合的な交通体系 

複数モードの乗り継ぎの利便性の向上の例 

 鉄道とバスの乗継ぎ利便性を高めるハード・ソフト両面からの取組が進展。 
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41.4% 37.4% 21.2% 
施策による 

高速バスの利用機会 

高まる たぶん高まる 変わらない 

 高速バスから電車へ乗り継ぐ機会を提供することにより、都心の渋滞を回避し、定時性を確
保。平成22年5月からの実証実験を経て、今年10月より本格運行を開始。 

 実証実験期間中のアンケート調査では、約８割が利用機会が高まる可能性があると回答。 

複数モードの連携による定時性の確保（用賀パーキングエリアの事例） 

総合的な交通体系 

高速バスから電車への乗り継ぎの流れ 

＇首都高速道路(株)作成パンフレットより作成（ 

70.3% 16.2% 8.1% 5.5% 乗り継ぎ希望理由 

渋滞を避けたい 早く着くから 目的地へ行きやすい その他 

実証実験期間中のアンケート調査 

関東運輸局公表資料より作成 

78.8% 

首都高の渋滞状況をバス
乗務員から案内。 

乗り継ぎを希望する場合
は、降車ボタンで伝達。 

乗り継ぎ乗車券で自動改
札機を通過。 

渋谷駅よりも遠方で降車
する場合は、降車駅で精
算。 

降車時にバス乗務員が乗
り継ぎ乗車券(用賀～渋谷
間有効)を100円で発券。 

用賀から霞ヶ関までの移動時間 

 通常時 約15分 

 混雑時 約30～60分 

(約5分) 

(約11分) 

「用賀パーキングエリアを活用した高速バス＆レールライド検討委
員会（事務局：首都高速道路株式会社、関東運輸局）※」を設置 

 
平成22年5月2１日  実証実験開始 
 

 ～実証実験中、約16,000人の乗り継ぎ利用～ 
 

 （アンケート調査の実施、本格運行へ向けた分析・検討） 
 
平成23年10月13日  本格運行開始 

本格運行までの経緯 

※用賀パーキングエリアを活用した高速バス＆レールライド検討委
員会（構成員） 
国土交通省関東運輸局、国土交通省関東地方整備局、東京都、世
田谷区、神奈川県、東京急行電鉄（株）、東京バス協会、京王電
鉄バス㈱、小田急箱根高速バス㈱、富士急行㈱、ジェイアールバ
ス関東(株)、首都高速道路（株） 
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総合的な交通体系 

高速道路の整備と新駅の設置による交通結節機能の創出 
 長岡京市においては、高速道路の整備と整合をはかりつつ阪急京都線に新駅と駅前広場を設

置し、新たな交通結節点の創出に向けた取り組みを実施。 

①広域交通（京都第二外環状道路（京都縦貫自動車道）と交差） 
  ・京都縦貫自動車道との接続→宮津、舞鶴～亀岡方面へのｱｸｾｽ性向上 
  ・高速バスの乗り入れ 
②地域交通 
  ・路線バスネットワークの再編→利便性向上、長岡天神駅付近混雑緩和 
  ・桂川対岸へのバス交通確保→京都市（京阪淀）、八幡市、宇治市方面 
                観光地へのｱｸｾｽ性向上  
  ・P＆R駐車場→京都市街地、観光地への自動車交通抑制 

 
経 緯 

    京都第二外環状道路 （15.7km）                      長岡京新駅 
     【大枝IC(仮称）～久御山IC間】  
 
1989年度 都市計画決定 (8月） 
 
2003年度 大山崎JCT・IC～久御山IC間開通 
 
2004年度～2005年度 
         「長岡京市南部地域等における公共交通活性化協議会」開催 
  
2006年度  関係５事業者(国交省京都国道事務所、西日本高速道路(株)、京都府、長岡     
        京市、阪急電鉄）間で新駅計画と都市基盤施設整備計画の協議調整 
 
2008年度 大枝IC(仮称) 
          ～大山崎IC間工事着手 
  
2010年度                             事業基本計画変更認可(6月)、 
                                   鉄道施設変更認可、工事着手(3月) 
 
2012年度 全線開通予定                   新駅開業予定、駅前広場整備予定                  

 
新駅設置による効果 

 

嵐山 

東山 

長岡京新駅 
（仮称）長岡京IC 

京都市内 

京都南IC 

三川合流地域 

阪
急
京
都
線 

 新駅と高速道路の結節 概念図 

大山崎方 

長岡天神方 

新 駅 

西側駅広 

東側駅広 

新駅周辺 施設配置イメージ図 

（仮称）大枝IC 
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ユニバーサルデザイン 

 羽田空港では、ユニバーサルデザインの考え方に基づき、空港ビルと駅が一体となった先導
的なバリアフリー化を実施。 

総合的な交通体系 

複数モードを乗り継ぐ交通結節点におけるバリアフリー化（羽田空港） 

トイレの紙巻き機と洗浄ボタンの
位置がＪＩＳに準拠しており、視覚
障害者にも判別しやすい。 

ピクトグラム＇図記号（を多用した、誰にでも 

分かり易い案内板 

外国人に配慮して４カ国語で表示された案内
板 

色々な利用者を想定した 

多機能トイレ 

ホームから出発ロビーまでフラットな動線の確保＇モノレール（ 

鉄道駅・ターミナルビル間の乗継円滑化 

３階：出発ロビー 

   連絡階 

２階：到着ロビー 

   連絡階 

空港ビルと鉄道駅間でエレベータによる出発・ 

到着ロビーに直結した動線の確保＇京急（ 

出発ロビー 

到着ロビー 

エレベータ 

ホーム 

エレベータ 

出発ロビーから改札 改札から出発ロビー 
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資料（各空港ホームページより国土交通省作成 

空港の現状 
空港アクセスの改善（鉄道） 

総合的な交通体系 

新千歳空港 
新千歳空港駅（ＪＲ） 
→札幌駅まで最速３６分 

仙台空港 
仙台空港駅（仙台空港鉄道） 
→仙台駅まで最速１７分 

東京国際空港 
羽田空港国際線ビル駅（東京モノレール） 
羽田空港国際線ターミナル駅（京急） 等 
→浜松町駅・品川駅まで最速１３分 

成田国際空港 
成田空港駅 
空港第２ビル駅（ＪＲ／京成） 
→日暮里駅まで最速３６分 

中部国際空港 
中部国際空港駅（名鉄） 
→名古屋駅まで最速２８分 

大阪国際空港 
大阪空港駅（大阪モノレール） 
→梅田駅まで約２９分 

関西国際空港 
関西空港駅（ＪＲ／南海） 
→難波駅まで約３４分 

福岡空港 
福岡空港駅（地下鉄） 
→博多駅まで５分 

那覇空港 
那覇空港駅（ゆいレール） 
→県庁前駅まで１２分 

宮崎空港 
宮崎空港駅（ＪＲ） 
→宮崎駅まで８分 

空港別乗降客数上位１５空港＇平成２１年（ 
＇「数字でみる航空」より（ 
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 主要な空港の多くは空港連絡鉄道が整備されており、空港別乗降客数上位15空港中10空港
については、鉄道によるアクセスが可能。 

 我が国の国際競争力を維持・強化していく観点から、羽田・成田両空港間、都心と両空港間
及び都心と関西国際空港間の鉄道アクセスについて、更なる改善を図るため、調査を実施
中。 



 従来計画していた主要な空港・港湾への３０分アクセスは概ね達成。 
 国際競争力強化や地域の活性化等の観点からは、主要な空港・港湾・鉄道駅と大都市や観光

拠点等との連絡性を一層高めることが必要。 

総合的な交通体系 

 空港・港湾・鉄道駅アクセスの状況（道路） 

※民間プローブデータ＇H21年度（をもとに算出

最短時間 最短距離

～10分 ～5km

10～20分 5～10km

20～30分 10～20km

30分～ 20km～

※空港：空港法第４条１項に掲げる空港

港湾：国際戦略港湾及び国際拠点港湾
新幹線駅：各新幹線＇東海道、東北、山形、秋田、長野、上越、九州（の

最速列車の停車駅、及び県庁所在地、終点駅

１４０００キロのネットワーク化によりアクセスが
改善される箇所

*： 高規格幹線道路へのアクセスにあたり最寄りの
都市高速道路等を経由

最短時間
＇分（

最短距離
＇km（

最短時間
＇分（

最短距離
＇km（

最短時間
＇分（

最短距離
＇km（

最短時間
＇分（

最短距離
＇km（

会社管理 成田国際空港 0.6 0.2 0.6 0.2 新青森駅 10.9 7.3 10.9 7.3

中部国際空港 27.5 25.0 27.5 25.0 * 盛岡駅 10.8 4.8 10.8 4.8

関西国際空港 11.7 7.2 11.7 7.2 * 秋田駅 6.8 4.2 6.8 4.2

東京国際空港 37.1 19.7 13.8 7.5 新庄駅 5.0 2.8 5.0 2.8

国管理 新千歳空港 17.2 7.5 17.2 7.5 山形駅 8.0 4.3 8.0 4.3

稚内空港 29.2 29.0 10.0 8.5 仙台駅 9.7 5.9 9.7 5.9

釧路空港 86.0 85.9 16.9 12.7 福島駅 11.1 4.7 11.1 4.7

函館空港 25.2 12.7 25.2 12.7 郡山駅 11.9 6.8 11.9 6.8

仙台空港 7.6 4.7 7.6 4.7 宇都宮駅 15.7 10.0 15.7 10.0

新潟空港 13.3 6.4 13.3 6.4 高崎駅 12.9 5.4 12.9 5.4

大阪国際空港 4.6 1.8 4.6 1.8 大宮駅 13.7 6.8 13.7 6.8

広島空港 3.7 3.4 3.7 3.4 上野駅 27.2 16.6 26.7 15.2

高松空港 18.2 11.4 18.2 11.4 東京駅 16.8 15.6 15.0 13.8

松山空港 23.2 10.4 23.2 10.4 品川駅 22.7 13.4 12.4 7.4

高知空港 16.7 11.3 2.4 2.2 新横浜駅 20.7 11.2 20.7 11.2

福岡空港 14.8 8.4 14.8 8.4 軽井沢駅 14.4 11.6 14.4 11.6

北九州空港 13.3 7.6 13.3 7.6 佐久平駅 4.6 2.4 4.6 2.4

長崎空港 8.9 5.4 8.9 5.4 上田駅 8.7 4.1 8.7 4.1

熊本空港 11.2 9.4 11.2 9.4 長野駅 16.4 8.1 16.4 8.1

大分空港 28.8 34.0 28.8 34.0 * 越後湯沢駅 2.8 1.7 2.8 1.7

宮崎空港 5.4 3.3 5.4 3.3 長岡駅 10.6 6.2 10.6 6.2

鹿児島空港 2.1 1.0 2.1 1.0 燕三条駅 2.4 1.0 2.4 1.0

那覇空港 11.7 5.3 2.3 0.8 新潟駅 8.1 5.1 8.1 5.1

特定地方管理 旭川空港 38.0 26.4 38.0 26.4 名古屋駅 13.1 6.9 13.1 6.9

帯広空港 7.6 5.4 7.6 5.4 京都駅 9.3 4.7 9.3 4.7

秋田空港 6.5 6.0 6.5 6.0 新大阪駅 14.3 8.3 14.3 8.3

山形空港 2.4 1.3 2.4 1.3 新神戸駅 18.5 16.6 18.5 16.6 *
山口宇部空港 10.0 9.0 10.0 9.0 * 姫路駅 13.2 8.4 13.2 8.4 *

国際戦略港湾 東京港 29.4 19.4 12.9 4.5 岡山駅 14.4 6.6 14.4 6.6

横浜港 27.5 20.2 27.5 20.2 福山駅 10.8 5.7 10.8 5.7

川崎港 48.4 25.5 16.3 14.4 * 広島駅 14.4 7.9 14.4 7.9

大阪港 19.1 15.5 19.1 15.5 * 新山口駅 7.3 3.6 7.3 3.6

神戸港 35.3 29.7 35.3 29.7 * 小倉駅 13.1 7.7 13.1 7.7

国際拠点港湾 苫小牧港 16.0 11.3 16.0 11.3 博多駅 14.0 9.1 14.0 9.1 *
室蘭港 11.5 9.1 11.5 9.1 熊本駅 18.1 10.8 18.1 10.8

仙台塩釜港 9.4 4.6 9.4 4.6 鹿児島中央駅 6.7 3.6 6.7 3.6 *
千葉港 12.0 5.4 12.0 5.4

新潟港 10.5 5.9 10.5 5.9

伏木富山港 12.8 8.1 12.8 8.1

清水港 11.0 4.6 11.0 4.6

名古屋港 14.0 7.8 14.0 7.8

四日市港 17.2 9.6 17.2 9.6

堺泉北港 22.4 11.9 22.4 11.9

和歌山下津港 17.0 7.2 17.0 7.2

姫路港 18.8 15.0 18.8 15.0

広島港 24.2 13.5 24.2 13.5

水島港 12.4 7.1 12.4 7.1

徳山下松港 12.9 6.2 12.9 6.2

下関港 9.0 4.4 9.0 4.4

北九州港 16.4 12.5 16.4 12.5 *
博多港 13.7 10.4 13.7 10.4 *

空港・港湾 新幹線駅

最寄りの高規格幹線道路 最寄りの高規格幹線道路

現況 将来将来 現況

所要時間 空港 港湾 新幹線駅

~１０分

~２０分

~３０分

３０分～

現況 将来

最短時間
30分以内

最短距離
10km以下

最短時間
30分以内

最短距離
10km以下

空港
＇28（

25 18 27 21

港湾
＇23（

21 12 22 13

新幹線駅
＇36（

36 29 36 30

※＇ （内は対象となる空港、港湾、新幹線駅の全箇所数

成田国際空港

関西国際空港

中部国際空港

東京国際空港

新千歳空港

山口宇部空港

稚内空港

釧路空港

函館空港

仙台空港

新潟空港

大阪国際空港

広島空港

高松空港

松山空港

高知空港

福岡空港

北九州空港

長崎空港

熊本空港

大分空港

宮崎空港

鹿児島空港

那覇空港

旭川空港

帯広空港

秋田空港

山形空港

名古屋港

四日市港

大阪港

神戸港

堺泉北港

苫小牧港

和歌山下津港

室蘭港

仙台塩釜港

姫路港

広島港 千葉港

水島港

新潟港

徳山下松港

下関港

伏木富山港

清水港
北九州港

博多港

東京港

横浜港

川崎港

鹿児島中央駅

熊本駅

博多駅

小倉駅

新山口駅

広島駅

福山駅

岡山駅

姫路駅

新神戸駅

新大阪駅

京都駅

名古屋駅

新横浜駅

品川駅

上野駅

大宮駅

東京駅

宇都宮駅

高崎駅

軽井沢駅

長野駅

上田駅

佐久平駅

郡山駅

福島駅
越後湯沢駅

新潟駅

長岡駅

燕三条駅
仙台駅

山形駅

新庄駅

秋田駅

盛岡駅

新青森駅

成田国際空港

関西国際空港

中部国際空港

東京国際空港

新千歳空港

山口宇部空港

稚内空港

釧路空港

函館空港

仙台空港

新潟空港

大阪国際空港

広島空港

高松空港

松山空港

高知空港

福岡空港

北九州空港

長崎空港

熊本空港

大分空港

宮崎空港

鹿児島空港

那覇空港

旭川空港

帯広空港

秋田空港

山形空港

名古屋港

四日市港

大阪港

神戸港

堺泉北港

苫小牧港

和歌山下津港

室蘭港

仙台塩釜港

姫路港

広島港 千葉港

水島港

新潟港

徳山下松港

下関港

伏木富山港

清水港
北九州港

博多港

東京港

横浜港

川崎港

鹿児島中央駅

熊本駅

博多駅

小倉駅

新山口駅

広島駅

福山駅

岡山駅

姫路駅

新神戸駅

新大阪駅

京都駅

名古屋駅

新横浜駅

品川駅

上野駅

大宮駅

東京駅

宇都宮駅

高崎駅

軽井沢駅

長野駅

上田駅

佐久平駅

郡山駅

福島駅
越後湯沢駅

新潟駅

長岡駅

燕三条駅
仙台駅

山形駅

新庄駅

秋田駅

盛岡駅

新青森駅

出典：平成２３年１０月３１日第１２回 高速道路のあり方検討有識者委員会 
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総合的な交通体系 

空港・港湾・鉄道駅アクセスの課題の例（道路） 

出典：平成２３年１０月３１日第１２回 高速道路のあり方検討有識者委員会 

 直結を前提とする高いサービスの観点からは、右左折、信号交差点、丌必要な迂回など、 
  高速道路ＩＣからのアクセス等に課題がある状況。 

＜松山駅・松山空港＞ 

姫路JCT 

所要時間 距離 

14分 10.0ｋｍ 
姫路港 

＜福岡空港＞ 

所要時間 距離 

20分 9.1ｋｍ 

・西鉄福岡駅－福岡空港間は、都市高速で連絡
しているが迂回感あり。 

※H21民間プローブデータ等により所要時間算出 

＜姫路港＞ 

・姫路港から姫路ＪＣＴにアクセスするには
複数回の右左折が必要。 

博多駅 

福岡空港 

博多東
ランプ 

空港通
ランプ 

・博多駅の最寄りの博多東ランプからは福岡
空港方面へ行くことが出来ない。 

西鉄福岡駅 

× 

松山駅 

松山ＩＣ 

至大洲 

至新居浜 

松山自動車道 

国道33号 

ピーク時の 
旅行速度 

12時間平均旅
行速度 

15km/h 33km/h 

× 

・松山駅、松山空港から松山ＩＣにアクセスする
には、複数回の右左折が必要。 

＇国道３３号から松山ＩＣに入る際にも右折が必要（ 

所要時間 距離 

14分 9.6ｋｍ 

至日立 

至東京 

茨城空港南IC 

東
関
東
自
動
車

道
水
戸
線 

至水戸 

＜茨城空港＞ 

・利用が見込まれるつくば方面へのアク
セスに課題。 

松山空港 

所要時間 距離 

28分 10.4ｋｍ 

茨城空港 

つくば 

× 

至太宰府 

・空港通ランプからは太宰府方面へ
行くことが出来ない。 

＜松山駅・松山空港＞ 
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 国際物流の円滑化等により国際競争力を強化するため、橋梁補強、バイパス整備等、国際標
準(40ft背高)コンテナ車通行支障区間の解消を推進。 

国際物流基幹ネットワーク 
総合的な交通体系 

・供用中の国際物流基幹ネットワーク上に存在する国際標準(40ft背高)コンテナ車の通行支障区間全560km＇47区間（のう
ち、約350km＇23区間（が未解消＇H22年4月（ 

解消前 

トンネルの撤去により、
高さ空間を確保

解消後 

＜一般国道7号勝木トンネル＇新潟県（＞ ＜通行支障区間のイメージ＞ 
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SEA & RAILサービスの展開 
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国際航路の例 

上海スーパーエクスプレス 
＇上海～博多（ 

カメリアライン 
＇博多～釜山（ 

COSCO 
 ＇上海～大阪（ 

12フィートコンテナによる 
SEA＆RAILサービス 

特 性 

定時性 

ﾌﾘｸｴﾝｼｰ 高速性 

小ロット 

大阪 

門司 

上海 

下関 

釜山 

博多 

青島 

天津 

神戸 

関釜フェリー 

釜山～下関 ＇週7便（ 

チャイナエクスプレス 

天津～神戸 ＇週1便（ 

オリエントフェリー 

青島～下関 ＇週2便（ 

上海スーパーエクスプレス 

上海～博多 ＇週3便（ 

カメリアライン 

釜山～博多 ＇週6便（ 

東京 

ソウル 

儀旺ICD 

RAIL-SEA-RAIL 

釜山鎮～儀旺ICD＇週7便（ 釜山鎮 

長錦商船＇SINOKOR（ 

馬山～下関 ＇週6便（ 

馬山 

COSCO 
上海＇週2便（～大阪 

ﾊﾟﾝｽﾀｰﾗｲﾝ 

釜山～大阪 ＇週6便（ 

COSCO 
上海＇週2便（～ 

東京・横浜 

コンテナ船航路 

フェリー・RORO船航路 

鉄 道 

ＪＲ貨物資料により作成 

 国内鉄道輸送用の１２フィート（５トン）コンテナを用いて、鉄道貨物輸送と船舶輸送とを
一貫輸送することで、小ロット貨物のアジア諸国との間の輸出入の円滑化を実現。 

総合的な交通体系 

国際海上コンテナ（４０フィート） 
長さ約１２ｍ 

大 

ロ
ッ
ト 

小 

ＪＲコンテナ（１２フィート） 
長さ約３．６ｍ 


